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研究の背景と目的

日本の研究開発 
榊原 (1995) 
総務省｢科学技術研究調
査｣  

日本の製品開発 
(Clark & Fujimoto, 
1991) 

自動車業界  
(藤本 ･ 安本 2000) 
(川上 2005) 

開発された製品の市場で
の成功 

Edgett et al.(1992)の日
英比較 
Song and Parry(1997) 

これらの課題 
単発の調査 

時系列での比較､変化した
点､しない点が不明 

研究開発中心の調査項目 
組織要因などの測定は不
十分｡

本研究の特色:二つの調査
研究開発についての調査 

研究開発の現状 
研究開発における外部連携､オー
プン･イノベーション 
海外におけるR&D 
他者と比べた強み 
組織文化 

製品開発についての調査 
製品開発の現状 
ユーザーによるイノベーション
について 
市場での成功 
他者と比べた強み 

組織文化 
それぞれ15設問､250項目程度
を設定｡ 

組織文化など定量的に評価でき
ない項目が多いため､5段階のリッ
カート尺度(もしくは0/1)で測
定｡ 

新しい?視点も導入 
オープン･イノベーション
(Chesbrough 2004) 
ユーザーイノベーション(von 
Hippel　1988, 2005) 
共進化マーケティング(濱岡 
2002,2004)



本研究の特色:時系列での調査

時系列でのデータの蓄積を目指す｡ 
2006年パイロット調査 

2007-2010年　科研費基盤研究( C ) 
2011-2014年　同 

上場企業(製造業者)を対象に同年に二つの調査を実施 
研究開発についての調査 
製品開発についての調査 

2015-2018年　同 
上場企業(製造業者)に非上場企業を加える｡ 
二つの調査を隔年で交互に実施 

研究開発についての調査　2015,2017年 
製品開発についての調査　2016,2018年
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調査対象･方法
郵送法 
サンプリングフレーム 

ダイヤモンド社会社職員録 
調査対象 

日本の上場メーカー　(2015年;から
は非上場会社も含む) 

研究開発 
研究開発センターのセンター長､開発
部門の部長など 

製品開発 
製品開発部門の長もしくは広報､管理
部門の長 

各500-600社(名)に送付 
90-170票を回収(回答率17-28%程度)

図表 各年度の調査対象と回答数(研究開発)

回答企業の業種分布例(2007,2012,2017)
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調査項目

自社についての設問 
Q1　業種 
Q17-Q18　企業全体としての他社と比べた強みおよび組織文化など 

自社をとりまく環境についての設問 
Q3　製品や市場の特徴 
Q4　ユーザー企業，消費者の特徴 

研究開発についての設問 
Q2，Q5-Q10　研究開発の現状 
Q11-Q13　研究開発における外部連携，オープン・イノベーション 
Q14-Q16　海外におけるR&D 
Q19　研究開発に関する国や自治体からの支援について
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客観的回答は困難であるため､主観的に回答 
各概念に対して複数の質問項目を設定 

リッカート尺度(5段階)で主観的に回答してもらう｡ 
構造方程式(共分散構造)モデルで推定　 

調査項目の例
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OI(外部技術獲得･提供)窓口
他の企業からの技術的な提案を受け入れる制度が確
立している｡ 0.674外部に自社の技術を積極的に提供する制度が確立し
ている｡
外部の技術の動向を積極的にスキャンしている｡

成果

Inbound OI
外部技術の導入によって､研究開発のスピードが向上
した｡ 0.872外部の技術を取り入れて革新的な製品ができるよう
になった｡外部の技術を取り入れた製品が市場でも成功してい
る｡

Outbound OI
自社が他社に提供した技術によって革新的な製品が
できるようになった｡ 0.784自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場
でも成功している｡自社の特許などのライセンス収入が増加した

R&D 全体 研究開発の効率は他社と比べて高い｡ 0.769
研究開発が製品化へと結びついている｡

方法論的検討

回答バイアス 
天井効果､床効果の有無 
主観的項目による測定の妥当性 

客観的指標との相関 
各概念(因子)の測定不変性 
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(無)回答バイアス

回答した企業と回答いただけなかった企業との間に､資
本金､従業員数､売上に差がないかを分析｡ 

いずれも回答ダーミーは有意ではないことから､差はないこ
とを確認｡ 
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log(資本金) log(従業員数) log(売上)
切片 13.792*** 6.857*** 10.946***

526.03 305.94 348.10
非上場ダミー -3.967*** -1.339*** -2.334***

-70.25 -27.75 -34.46
回答ダミー -0.02 0.04 0.08

-0.35 0.97 1.43
R2 0.479 0.125 0.181

修正 R2 0.479 0.125 0.125
N 5379 5379 5379

注)上段の数字は係数｡下段の数字はt値｡　　***:1%水準で有意  **:5%水準で有意　  *:10%水準で有意

天井効果､床効果の有無
リッカート尺度による質問 

5:非常にそう~1:まったくそうではない 
天井効果 celling effect 

5に多くの回答が集中 
上に振り切れてしまっている｡ 

床効果 floor effect 
1に多くの回答が集中 
下に振り切れてしまっている｡ 

いずれも回答に偏り､飽和があることを示す｡ 
検定方法 

天井効果 
各項目の平均+標準偏差が項目の取り得る最大値(5段階尺度の場合は5)を越えているか? 

床効果 
各項目の平均-標準偏差が項目の取り得る最小値(5段階尺度の場合は1)よりも小さいか?
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天井･床効果の有無の検定例(経営環境関連変数)
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天井･床効果の有無の検定例(OI関連変数)
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主観的項目による測定の妥当性

客観的指標との相関 
Song and Parry (1997)新製品(開発)パフォーマンスの規定要因
として､｢競争要因｣｢新製品開発プロセス要因｣｢社内環境要因｣｢新
製品の相対的な競争力｣を挙げ､それらを主観的な項目で測定｡主観
的な項目と客観的な項目との相関が高いことを指摘｡ 

主観的な回答と財務データとの相関を確認 
アンケートでの利益率､売上成長率についての主観的な回答(5段階)
と財務データでの営業利益率､売上高利益率との相関係数 
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主観的項目 財務指標 相関係数
他社と比べて利益率は高

い log(営業利益率) 0.180　*** 
(5.00)

売上の成長率は高い log(売上高成長率) 0.094 *** 
(3.00)

注) N=1000｡括弧内の数字はt値｡

各概念(因子)の測定不変性の確認 
複数母集団の比較が可能となる条件
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Inbou
nd OI

外部技術の導入によって､研究開発のスピードが向上した｡
外部の技術を取り入れて革新的な製品ができるようになっ
た｡外部の技術を取り入れた製品が市場でも成功している｡

Outbo
und 
OI

自社が他社に提供した技術によって革新的な製品ができるよ
うになった｡自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場でも成功
している｡自社の特許などのライセンス収入が増加した



各概念(因子)の測定不変性の確認
時系列で調査を行っているため､時点間での測定の不変性を検討しておく必
要がある｡ 

各年度を母集団と考えるので10個の複数母集団となる｡これについて､年別に探索
的因子分析､確認的因子分析を行い､概ね因子構造が共通であることを確認｡ 
パラメータに制約を加えない､｢因子配置不変モデル｣､因子負荷量が各年度で等し
いとした｢弱測定不変モデル｣､さらに切片が等しいとした｢強測定不変モデル｣｡そ
してさらに因子の平均値が等しいとした｢因子平均値等値モデル｣を推定｡ 
｢因子配置不変モデル｣から｢弱測定不変モデル｣｢強切片等値モデル｣と制約を加え
るのにつれて､AIC､BIC､RMSEAともに低下しており､モデルの適合度が改善｡ 
測定の不変性が確認できたので､概念間の関係の時点間での比較が可能｡
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モデル df AIC BIC RMSEA

因子配置不変(制約無し) 1250 50954.8 54202.7 0.201

弱測定不変(因子負荷量等値) 1530 50886.7 53677.9 0.194

強測定不変(切片も等値) 1268 46211.4 49368.0 0.091

因子平均値等値 1340 50886.7 53677.9 0.194

オープン･イノベーションの動向
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技術変化 NIH症候群 

OI窓口 

吸収能力 
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OI関連因子のトレンド

�19InboundOI成果因子
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相関係数=0.358

InboundOI成果とOutboundOI成果 イノベーションのための社内制度
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外部との交流のための制度(単純集計)
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外部連携の相手
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注)赤い線はInboundOI, OutboundOIとも高い評価であった企業で実施されている制度

まとめ

2007年以降行ってきた上場メーカーへの｢研究開発に
関する調査｣について､分析の前提として下記の点を確
認 

回答バイアス 
天井効果､床効果の有無 
主観的項目による測定の妥当性 
客観的指標との相関 

各概念(因子)の測定不変性 
いずれも問題ないことを確認 

日本におけるオープン･イノベーションの動向も概観 
次の報告で仮説の検定を行う｡
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